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承認第 ９ 号 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

平成３０年度おいらせ町一般会計補正予算（第７号）を地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を

求める。 

 

 

令和 元 年 ５ 月１０日 提出 

 

おいらせ町長 成 田   隆   



 

４０ 

専決第 ８ 号 

 

平成３０年度おいらせ町一般会計補正予算（第７号）について 

 

平成３０年度おいらせ町の一般会計補正予算は、次に定めるところに

よる。 

 

  （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７６，４６７千円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９，８８９，８７６

千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。 

 

 

  平成３１年 ３ 月３１日 専決 

 

                おいらせ町長 成 田   隆   
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第１表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 

歳 入    （単位：千円） 

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計 

1 町 税  2,537,755 14,825 2,552,580 

1 町 民 税 1,112,353 4,723 1,117,076 

2 固定資産税 1,158,839 2,102 1,160,941 

4 町たばこ税 188,137 8,000 196,137 

2 地方譲与税  118,000 9,783 127,783 

1 地方揮発油譲与税 33,000 3,892 36,892 

2 自動車重量譲与税 85,000 5,891 90,891 

3 利子割交付金  4,000 △31 3,969 

1 利子割交付金 4,000 △31 3,969 

4 配当割交付金  2,500 1,272 3,772 

1 配当割交付金 2,500 1,272 3,772 

5 株式等譲渡所得割交付金  300 2,749 3,049 

1 株式等譲渡所得割交付金 300 2,749 3,049 

6 地方消費税交付金  345,000 86,429 431,429 

1 地方消費税交付金 345,000 86,429 431,429 

7 自動車取得税交付金  27,000 4,430 31,430 

1 自動車取得税交付金 27,000 4,430 31,430 

10 地方交付税  3,311,134 95,079 3,406,213 

1 地方交付税 3,311,134 95,079 3,406,213 

12 分担金及び負担金  110,523 △2,139 108,384 
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（単位：千円） 

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計 

 2 負 担 金 104,973 △2,139 102,834 

13 使用料及び手数料  86,839 △727 86,112 

1 使 用 料 70,559 136 70,695 

2 手 数 料 16,280 △863 15,417 

14 国庫支出金  1,133,022 △3,769 1,129,253 

1 国庫負担金 1,006,413 △2,516 1,003,897 

2 国庫補助金 121,814 △1,336 120,478 

3 国庫委託金 4,795 83 4,878 

15 県支出金  984,071 △17,201 966,870 

1 県負担金 565,079 △6,567 558,512 

2 県補助金 375,593 △10,646 364,947 

3 県委託金 43,399 12 43,411 

16 財産収入  20,716 13 20,729 

1 財産運用収入 11,805 13 11,818 

17 寄 附 金  14,501 776 15,277 

1 寄 附 金 14,501 776 15,277 

18 繰 入 金  558,211 △260,466 297,745 

2 基金繰入金 543,054 △260,466 282,588 

20 諸 収 入  72,720 △1,490 71,230 

1 延滞金・加算金及び過料 6,022 863 6,885 
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（単位：千円） 

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計 

 2 町預金利子 1 12 13 

3 貸付金元利収入 1,149 △477 672 

4 受託事業収入 2,785 △251 2,534 

5 雑 入 62,763 △1,637 61,126 

21 町 債  552,500 △6,000 546,500 

1 町 債 552,500 △6,000 546,500 

歳 入 合 計 9,966,343 △76,467 9,889,876 
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歳 出    （単位：千円） 

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計 

1 議 会 費  101,336 68 101,404 

1 議 会 費 101,336 68 101,404 

2 総 務 費  1,344,661 28,696 1,373,357 

1 総務管理費 681,609 37,025 718,634 

2 企 画 費 470,494 △4,509 465,985 

4 戸籍住民登録費 53,551 △3,102 50,449 

5 選 挙 費 6,045 △728 5,317 

7 監査委員費 1,001 10 1,011 

3 民 生 費  3,336,994 △34,757 3,302,237 

1 社会福祉費 1,592,587 △30,112 1,562,475 

2 児童福祉費 1,744,385 △4,645 1,739,740 

4 衛 生 費  624,790 △3,099 621,691 

1 保健衛生費 272,760 △3,099 269,661 

5 労 働 費  5,180 △2,030 3,150 

1 労働諸費 5,180 △2,030 3,150 

6 農林水産業費  269,115 △1,110 268,005 

1 農 業 費 235,647 △1,109 234,538 

3 水産業費 30,072 △1 30,071 

7 商 工 費  113,816 △3,913 109,903 

1 商 工 費 113,816 △3,913 109,903 
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    （単位：千円） 

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計 

8 土 木 費  1,412,038 △25,640 1,386,398 

1 土木管理費 73,179 △90 73,089 

2 道路橋りょう費 515,762 △14,246 501,516 

3 都市計画費 814,045 △11,044 803,001 

4 住 宅 費 9,052 △260 8,792 

9 消 防 費  451,248 △2,972 448,276 

1 消 防 費 451,248 △2,972 448,276 

10 教 育 費  1,259,386 △31,467 1,227,919 

1 教育総務費 161,238 △8,268 152,970 

2 小学校費 193,669 △477 193,192 

3 中学校費 197,550 △3,498 194,052 

4 社会教育費 195,348 △5,394 189,954 

5 保健体育費 511,581 △13,830 497,751 

12 公 債 費  1,027,759 △243 1,027,516 

1 公 債 費 1,027,759 △243 1,027,516 

歳 出 合 計 9,966,343 △76,467 9,889,876 
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第２表   地  方  債  補  正 

 

 

 

変 更   

起 債 の 目 的 
補 正 前 補 正 後 

限 度 額 起債の方法 利   率 償還の方法 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

 千円    千円    

学 校 給 食 セ ン タ ー 建 設 事 業 

（ 合 併 特 例 事 業 ） 

50,800 証書借入 

 

年 3.5％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借入れる場

合、利率の見

直しを行った

後において

は、当該見直

し後の利率） 

 

政府資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合にはそ

の債権者と協定す

るものによる。 

ただし、町財政

の都合により据置

期間及び償還期限

を短縮し、又は繰

上償還もしくは低

利に借換えするこ

とができる。 

44,800 証書借入 

 

年 3.5％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借入れる場

合、利率の見

直しを行った

後において

は、当該見直

し後の利率） 

 

政府資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合にはそ

の債権者と協定す

るものによる。 

ただし、町財政

の都合により据置

期間及び償還期限

を短縮し、又は繰

上償還もしくは低

利に借換えするこ

とができる。 


